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児童労働の世界的な減少を示すＩＬＯの新刊報告書 
最悪の形態の児童労働は 10年で撤廃可能との見解を示す 

 

【ジュネーブ発ＩＬＯニュース】国際労働機関（ＩＬＯ）は、本日発表された報告書「The 
end of child labour: Within reach（児童労働のない世界：手の届く目標・英文）」（注＊） の中
で、児童労働、特に最悪の形態の児童労働の数が世界全体で初めて減少を示しているとの

見方を示した。 

 報告書はまた、現在の減少速度が維持され、児童労働をなくそうとの世界的な動向がこ

の勢いを保てば、児童労働は、最悪の形態のもののほとんどが 10年間で撤廃できる、とし
ている。 

「児童労働のない世界は手の届く所にある」とフアン・ソマビアＩＬＯ事務局長は言う。

そして、「児童労働との闘いは依然として気の遠くなるような課題であるが、我々は正し

い道を進んでいる。最悪の形態のものは 10年でなくすことができるが、あらゆる児童労働
をなくすという最終目標を見失ってはならない」と続ける。 

 報告書によれば、児童労働者の実際の数は 2000年に世界全体で 2億 4,600万人であった
が、2004年には 11％減って 2億 1,800万人になったとされる。 
さらに、危険で有害な仕事に従事している 5～17 歳の児童及び若者の数はかつて 1 億

7,100万人と推計されていたが、2004年には 26％減の 1億 2,600万人になったとされる。5
～14歳の幼い児童労働者では 33％減り、低下の規模はさらに大きい。 
 4 年前にＩＬＯは世界の児童労働に関し、それまでで最も包括的な報告書を発行した。
その報告書で使われた同じ統計手法を用いて、ＩＬＯはそれ以後、児童労働の数が大きく

低下したことを見いだした。 

 報告書は、児童労働減少の原因として、政治的意思と認識の拡大（注＊＊）、そして具体的

な行動、特に貧困削減と大衆教育の分野における活動が「世界的な児童労働反対運動」に

つながった事実を挙げる。ＩＬＯは児童労働撤廃国際計画（ＩＰＥＣ）を通じて児童労働

に取り組む各国の能力構築を支援し、政策助言を提供している。加えて、ＩＰＥＣが過去

10年間に直接的な行動を通じて手を差し伸べた子どもの数は約 500万人になる。こうした
イニシアチブは活動を動員する上でも児童労働を撤廃する方法を示す上でも大きな触媒的

役割を演じた。 

 過去 5年間に、ＩＰＥＣは複数の国が最悪の形態の児童労働を撤廃する適切な時限措置
を導入するのを支援した。今回の報告書はまだ期限付き計画を採用していない加盟国すべ

てに対し、2008年までにそのような計画を採用するよう呼びかける。報告書によれば、既
に 30以上のＩＬＯ加盟国が最悪の形態の児童労働撲滅の目標年として 2016年またはそれ
よりも早い期限を定めている。 

 児童労働に対する闘いは相当の進展を示しているものの、報告書はまた児童労働者の 10
人に 7人が従事している農業を中心とする分野における重要な課題にスポットライトを当



 

てる。この他の課題には、児童労働における HIV(エイズウイルス）/エイズの影響に対す
る取り組み、児童労働と若年雇用の問題をより強く結びつけることなどが挙げられる。 
 報告書は、ＩＬＯの三者メンバーを構成する政府及び労使団体を巻き込んだより大規模

な国内的努力を呼びかける。さらに、児童労働を過去のものとするため、世界的な運動の

強化も求める。2015年までに国連のミレニアム開発目標を達成することは、児童労働の撤
廃を助長する、と報告書は記している。 

 

地域別動向 

 

 報告書によれば、過去 4年間で児童労働の数が最も急速に低下したのは中南米・カリブ
海地域である。この間、地域の働く子どもの数は 3分の 2になり、今では仕事に従事して
いる子どもは全体のわずか 5％にすぎない。 
 報告書は、児童労働への取り組みを進める国の対策事例としてブラジルを挙げる。この

国では、2004年に 5～9歳の子どもの労働力率は 1992年に比べて 61％減、年長の 10～17
歳層で 36％減を記録した。 
 児童労働が大幅に減少したもう一つの国はメキシコである。中南米の子どもの半数がメ

キシコかブラジルに住んでいるため、この減少は非常に重要であり、全体的な低下傾向が

現実のものであることを証明する。 

 アジア太平洋地域でも経済活動に従事する子どもの数はかなり減ったと報告書は記す。

しかしながら、子どもの人口も減ったため、働く子どもの割合はそれほど下がっていない。

この地域では、依然として働く子ども（5～14歳）の数が世界で最も多く、約 1億 2,200万
人いるとＩＬＯは推計する。 

 アジアは、貧困削減と教育拡充に向けた政治的公約が児童労働の撤廃にいかに重要な意

味を持つかを示す素晴らしい例である。しかしながら、世界全体ではまだ進歩にばらつき

がある。 

 子ども人口の 26％、または約 5,000万人が働いているサハラ以南アフリカ地域は経済活
動に従事している子どもの割合が世界で一番高い。報告書によれば、高い人口成長率、厳

しい貧困、そして HIV/エイズの流行が絡み合って、この地域の児童労働に対する闘いにお
ける進捗が妨げられている。 

 しかしながら、進展の兆候はある。例えば、地域の 2000 年の初等学校就学率は、1990
年に比べて 38％増を記録した。 
 報告書はまた、アフリカ大陸の窮状を表舞台に引き出し、世界の注目集めようとする国

際的な運動に言及し、これはアフリカの児童労働との闘いに向けた機会の窓を開くもので

あると述べている。 

「この 21世紀の現代、子どもが残酷な搾取を受けたり、危険で有害な仕事に従事するよ
う強いられるべきではない。子どもが教育を受ける機会を否定されてはならない。子ども

が自らの生存のために奴隷のように働くようなことがあってはならない。この機運を失わ

ないようにしよう。子ども時代を享受するという全ての子どもの権利を求める闘いに力を

注ぎ続ける決意をしようではないか」とソマビア事務局長は呼びかける。 
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 児童労働撤廃国際計画（ＩＰＥＣ）は、児童労働撤廃にむけた世界最大の事業活動であ

り、稼働中の単一の事業計画としてはＩＬＯで最大のものである。1992年に開始されて以
来、ＩＰＥＣの支出総額は 3億 5,000万ドルに上り、現在、年間支出は 5,000万～6,000万
ドルとなっている。政府、労使団体から構成されるＩＬＯの伝統的な三者構成を越えて、

ＩＰＥＣは、民間企業、地域社会組織、非政府組織（ＮＧＯ）、マスコミ、議員、司法、

大学、宗教団体、そして当然のことながら、子どもとその家族と協力し合って活動を進め

ている。ＩＰＥＣ事業の成功には、国及び地域社会の活動がきわめて重要である。地方公

共団体及び市町村を通じて、ＩＰＥＣは多くの雇用を提供しているインフォーマル経済と

中小企業で働く子どもたちに手を差し伸べ、子どもを仕事から引き離し、学校に通わせる

統合的なアプローチを推進している。 

 

 

（注＊）「仕事における基本的な原則と権利に関するＩＬＯ宣言」のフォローアップ活動とし

て、2006 年の第 95 回ＩＬＯ総会（ジュネーブ）に提出される報告書であるグローバル・
レポート「The end of child labour: Within reach（児童労働のない世界：手の届く目標・英文）」。 
以下のウェブサイトからＰＤＦ版をダウンロードできます。 

http://www.ilo.org/dyn/declaris/DECLARATIONWEB.INDEXPAGE 
（注＊＊）現在、ＩＬＯ加盟国の 10カ国中 9カ国までが 1999年の最悪の形態の児童労働条約
（第 182号）を批准しているが、これは世界の子どもの 80％近くが暮らす地域に相当する。
一方、1973年の最低年齢条約（第 138号）批准国はＩＬＯ加盟国の 5カ国中 4カ国になり、
これは世界の子ども人口の 60％以上が暮らす地域に相当する。 


